
第８回教育委員会会議 

令和６年５月 14 日 

午 後 ３ 時 3 0 分 

本庁舎屋上会議室

案 件 

報告第15号 市会提出予定案件（その８） 
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報告第15号 

 大阪市教育委員会教育長専決規則第２条第１項に基づき、下記のとおり教育

長による急施専決を行ったので、同条第２項の規定に基づき報告する。 

記 

市会提出予定案件（その８） 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定により、議会の議決

を経るべき次の議案について、原案のとおり了承する。 

（参考） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

第29条  地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る

部分その他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件

の議案を作成する場合においては、教育委員会の意見をきかなければならな

い。 
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教 育 委 員 会 事 務 局

令 和 ６ 年 度

補正予算説明資料

〔一般会計 （第１回）〕

3



4



令 和 ６ 年 度 （参考）

億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円

425 2371 4 1235 8 425 3607 2

1332 624 4 0 1332 624 4

796 5367 4 1235 8 796 6603 2

2128 5991 8 1235 8 2128 7227 6

令 和 ６ 年 度 予 算 総 括 表

計

歳

出
計

物　件　費

人　件　費

区 分 補 正 前 の 額 補   正   額

歳 入
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説 明 

億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円

22 32 9680 3 1235 8 33 916 1

3 32 9680 3 1235 8 33 916 1

22
教 育 振 興 基 金
繰 入 金 32 9680 3 1235 8 33 916 1

教育振興基金繰入
金の追加

425 2371 4 1235 8 425 3607 2歳 入 計

蓄 積 基 金 繰 入 金

繰 入 金

補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入

款 項 目 補正前の額 補  正  額 計
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説 明 

億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円

2128 5991 8 1235 8 2128 7227 6

6 244 7415 1 1235 8 244 8650 9

１
教 育 施 設
整 備 費 244 7415 1 1235 8 244 8650 9

小学校の体育館へ
の空調機整備の追
加

2128 5991 8 1235 8 2128 7227 6

12教 育 費

歳　　出

款 項 目 補正前の額 補  正  額 計

教 育 施 設 整 備 費

歳 出 計
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歳出歳入総括表

人件費、物件費、公債費を事項別に分別して財源表を作成すると次のとおりであります。

億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円

0 1235 8 0 1235 8

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 1235 8 0 1235 8

0 1235 8 0 1235 8

公　債　費 計

教 育 総 務 費

教 育 費

小 学 校 費

歳  出  事  項  別
人　件　費

歳 出 金 額

物　件　費

局 計

教育施設整備費

保 健 体 育 費

中 学 校 費

社 会 教 育 費
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(参考)

億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円

0 0 1235 8 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 1235 8 0

0 0 1235 8 0

そ　の　他

財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
税　　等

国府支出金 市　　債
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（新規提出分）

413 8900 0 －

2900 0 －

414 1800 0 －

事 項 限 度 額

５ 年 度 末 ま で の
支 出 見 込 額

校 舎 建 設 工 事

期 間 金 額

－

区 分

補正前

補正

補正後

債務負担行為で翌年度以降にわたるもの
及び本年度以降の支出予定額等に関する

－

－

億 万 千円 億 万 千円
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413 8900 0 55 900 0 97 2900 0 0 261 5100 0

2900 0 0 0 0 2900 0

414 1800 0 55 900 0 97 2900 0 0 261 8000 0

６ 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

７年度

税　　等
期 間 金 額

7～11年度

7～11年度

についての前年度末までの支出額の見込み
調書

国府支出金 市　　債 そ　の　他

千円 億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円 億 万 千円億 万 千円
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令和６年度 第１回補正予算案について 

○ 予算額

補正前の額  補正額  補正後の額  

歳  入  42,523,714 千円  12,358 千円  42,536,072 千円  

歳

出

人件費  133,206,244 千円  0 千円  133,206,244 千円  

物件費  79,653,674 千円  12,358 千円  79,666,032 千円  

計  212,859,918 千円  12,358 千円  212,872,276 千円  

債務負担行為の設定（設定期間  令和７年度） 限度額 29,000 千円  

○ 内容

・小学校の体育館への空調機整備 12,358 千円 

（教育振興基金繰入金 12,358 千円） 

本市で大規模災害が発生した際、避難所となる小学校体育館へ多数の市民が避難する

ことが想定されている。また、近年、猛暑が続いており、熱中症等を予防し、児童の安

全な教育環境の確保も課題となっており、本市防災機能の強化を図るとともに、平時に

おいては、猛暑時等における児童の安全な教育環境の確保を図るため、小学校体育館に

早期に空調機を整備する必要がある。 

空調機整備については、整備までの迅速性等の観点から、国のマニュアルで示されて

いる業者選定手続きが簡易化された PFI 手法を採用することとし、令和７年度中の PFI

事業者による設計・工事等にかかる契約の締結をめざす。そのためには、令和６年度で

の市場調査の実施、概略事業費の算出や令和７年度当初での入札公告等が必要であり、

令和６年６月中にコンサルタント業務を委託する事業者を決定しなければ作業期間の確

保が困難であることから、令和６年５月市会にてコンサルタント業務委託経費にかかる

補正予算を計上する。  

R11 …

通常

簡易化

R5 R6 R7 R8 R9 R10

基本構想 簡易な検討 導入可能性調査 アドバイザリー業務

現場調査（R6予算）

基本構想・
事業手法

コンサルタント契約
（市場調査等・

アドバイザリー業務）

市場調査等

※整備スケジュールは、
導入可能性調査（R7）での
市場調査等を踏まえ決定

※整備スケジュールは、コンサルタント契約（R6、R7）にお
ける市場調査等の結果を踏まえ、令和６年度中に決定す
る予定

事業手法検討

（
完
了
時
期
未
定
）

（
完
了
時
期
未
定
）

◆今後のスケジュール見込

⇒内閣府「地方公共団体向けサービス購入型ＰＦＩ事業実施手続簡易化マニュアル」に基づき、過去のＰＦＩ事業において同種事業の実績

が数多く存在する事業であること等の一定条件を満たすことにより、業者選定手続きが簡易化されたPFI手法を採用することが可能
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